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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、１株当たり中間純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

回次 第41期中 第42期中 第43期中 第41期 第42期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 (千円) 5,453,212 5,118,968 4,868,145 10,493,895 10,738,017 

経常利益 (千円) 216,808 87,578 1,647 401,277 203,740 

中間（当期）純利益又は

中間純損失（△） 
(千円) 102,449 27,965 △24,777 200,878 348,266 

持分法を適用した場合の

投資利益 
(千円) － － － － － 

資本金 (千円) 962,200 962,200 962,200 962,200 962,200 

発行済株式総数 (千株) 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 

純資産額 (千円) 4,111,117 4,190,874 4,309,162 4,191,242 4,383,119 

総資産額 (千円) 12,522,473 12,072,294 11,854,935 11,010,238 11,024,616 

１株当たり純資産額 (円) 513.89 523.86 538.69 522.13 546.30 

１株当たり中間(当期)純

利益又は１株当たり中間

純損失（△） 

(円) 12.81 3.50 △3.10 23.33 41.90 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
(円) － － － － － 

１株当たり配当額 (円) 4.00 4.00 4.00 8.00 8.00 

自己資本比率 (％) 32.8 34.7 36.3 38.1 39.8 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 32,710 △428,865 △511,014 1,014,847 127,010 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △316,558 157,749 10,350 △505,649 1,454,794 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △1,688,734 231,418 △68,476 △2,669,285 △237,304 

現金及び現金同等物の中

間期末(期末)残高 
(千円) 652,714 425,510 1,240,568 465,209 1,809,709 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 
(人) 

202 

[81] 

219 

[93] 

216 

[93] 

204 

[84] 

214 

[89] 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。

(2）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

 平成18年９月30日現在

従業員数（人） 216 (93)  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当中間期における我が国の経済は民需主導で好調さを維持しておりますが、景気水準、回復の勢いには地域格差があ

り、当社の重要市場である北海道、北東北地方におきましては、全体としては回復基調にあると言われるものの、他の

地域との比較においては、景気回復は本格的とはいえない状況にあります。 

 また、灯油価格の高騰はオール電化への流れを誘導し、当社商品の販売に影響を与えており、市場環境は引き続き厳

しい状況です。 

 このような状況下、当社ではエネルギーの多様化をはかるべく、自然エネルギー、電力を熱源とする商品の開発、販

売を推進しており着実に成果を出しているところですが、主力商品のうち温水システム機器の不振から下記の結果とな

りました。 

 石油暖房機器につきましては、家庭用のＦＦタイプ及び床暖房内蔵タイプが堅調でありましたが、高価格商品であり

ます業務用タイプ等が低調でありました。この結果、売上高は3,133,851千円（前年同期比0.2％増）となりました。 

 温水システム機器につきましては、灯油価格高騰の煽りをうけ、家庭用融雪システム、暖房システム等が減少し、そ

れらの関連機器等もふるわなかったことから、売上高は1,453,241千円（前年同期比17.0％減）となりました。 

 補修用部品及びエネルギー多様化に対応した開発商品を含むその他の売上高は272,563千円（前年同期比15.7％増）

となりました。 

 賃貸料収入は8,488千円（前年同期比35.6％増）となりました。 

 この結果、当中間期の業績は、売上高4,868,145千円（前年同期比4.9％減）となりました。売上の減少、原材料価格

高騰による資材価格の上昇により、経常利益は1,647千円（前年同期比98.1％減）、中間純損失は24,777千円（前年同

期は中間純利益27,965千円）となりました。 

   当中間期の売上高を地域別に分析すると下記となります。 

 地域別売上高 

 北海道、東北地方が当社の主たる市場でありますが、中間期における北海道地方の売上高は2,857,553千円

（構成比58.7％）、東北地方の売上高は1,333,727千円（構成比27.4％）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引前中間純利益が1,647千円と減益と

なったこともあり前事業年度末に比べ 569,140千円減少し、当中間会計期末には1,240,568千円となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により使用した資金は511,014千円（前中間会計期間は428,865千円の使用）となりました。 

 これは主に、売上債権の増加1,025,391千円、たな卸資産の増加416,494千円、仕入債務の増加1,085,064千円及び法

人税等の支払い187,518千円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、獲得した資金は10,350千円（前中間会計期間は157,749千円の獲得）となりました。 

 これは主に、有形固定資産の取得による支出49,588千円、保険積立金の解約による収入64,422千円によるものであり

ます。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、使用した資金は68,476千円（前中間会計期間は231,418千円の獲得）となりました。 

 これは、長期借入金の約定弁済による支出36,520千円及び配当金の支払いによる支出31,956千円によるものでありま

す。 

  

平成17年9月期 平成18年9月期 

増減（千円） 
増減率 
（%） 売上高 

（千円） 
構成比 
（%） 

売上高 
（千円） 

構成比 
（%） 

北海道 2,958,091 57.8 2,857,553 58.7 △100,538 △3.4 

東北 1,436,557 28.1 1,333,727 27.4 △102,830 △7.2 

その他 724,320 14.1 676,864 13.9 △47,455 △6.6 

計 5,118,968 100.0 4,868,145 100.0 △250,823 △4.9 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を区分別に示すと、次のとおりであります。 

  （注）１．金額は平均販売価格によって表示しており、消費税等は含まれておりません。 

        ２．㈱土谷製作所に製造委託している札幌工場の生産実績も含まれております。 

(2）商品仕入実績 

 当中間会計期間の商品仕入実績を区分別に示すと、次のとおりであります。 

  （注）金額は仕入価格によって表示しており、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当社の生産方式は、販売計画に基づく見込み生産方式を採っているため、該当事項はありません。 

(4）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を区分別に示すと、次のとおりであります。 

区分別 金額（千円） 
前年同期比 
（％） 

石油暖房機器 2,839,751 △9.4 

温水システム機器 865,502 23.2 

その他 81,019 △36.0 

合計 3,786,274 △4.4 

区分別 金額（千円） 
前年同期比 
（％） 

石油暖房機器 170,928 10.8 

温水システム機器 548,378 △7.2 

その他 176,914 44.4 

合計 896,221 3.3 

区分別 金額（千円） 
前年同期比 
（％） 

製品   

石油暖房機器 2,773,981 △0.2 

温水システム機器 577,340 △25.6 

その他 35,681 7.0 

計 3,387,003 △5.7 

商品   

石油暖房機器 359,870 4.1 

温水システム機器 875,900 △10.1 

その他 236,881 17.1 

計 1,472,653 △3.3 

賃貸料収入 8,488 35.6 

合計 4,868,145 △4.9 



 （注）１. 前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割 

      合は次のとおりであります。 

    ２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

 北燃商事株式会社 494,016 9.7 571,004 11.7 



５【研究開発活動】 

当社の研究開発活動は、環境問題への対応と顧客満足度の向上を最重要課題とし、又当社の品質方針である「安全

性を最優先し、信頼性に富み、健康に配慮した創造性の高い品質の達成と維持」のもとに展開し、社会に貢献し信頼

される企業を目指すという目的に沿って製品・商品・関連部材及び関連システム等の研究開発活動に取り組んでおり

ます。 

なお、当中間会計期間における研究開発費は82,305千円となっており、主な成果は下記のとおりです。 

石油暖房機器分野では、中・小型クラスの暖房機のシリーズの充実を図り、さらに省エネルギー法等、社会的要求

に沿った品質の向上のため製品性能の見直しを行いました。また、家庭用大型クラスの暖房機におきましても、製品

性能の見直しを行い、その他の商品におきましても、顧客満足度の向上を目指して開発に取組んでおります。 

温水システム機器分野では、昨年度発売いたしました音声案内機能で使いやすさを追求した蛍光表示リモコン対応

の石油温水ボイラーのシリーズ商品を拡大いたしました。さらに屋外設置専用タイプにおきましては、防錆効果の高

いステンレス外装のシリーズの充実を図るため、出力37.2kWタイプを新製品として発売を開始し、さらにシリーズ商

品の開発に取組んでおります。 

融雪分野では、防錆効果の高いステンレス外装を使用し、降雪表示や音声案内機能を採用した融雪フルユニットの

シリーズに新たに出力37.2kWタイプの新製品を追加発売し、４機種シリーズとしました。さらにシリーズ商品の充実

を図るため、開発に取組んでおります。 

電子制御技術分野では、石油暖房機、石油温水ボイラーの環境対応をさらに進めるために、新製品、既存の製品の

制御回路の省電力化に取組んでおります。また、暖房集中制御監視システム（SACS）においては機能をさらに充実し

たシステム機器の新製品開発に取組んでおります。 

オール電化住宅に好評の電気温水暖房ボイラーは高出力タイプの新商品を追加し、第4四半期に発売を開始しま

す。高出力タイプは最大暖房出力を9.9ｋＷとしより幅広い住宅規模に対応できるようになります。給湯分野では、

割安な深夜電力を利用してお湯を作る電気温水器２タイプの販売を開始しました。 

木質バイオマスエネルギー利活用分野といたしましては、業務用と家庭用の2タイプのペレットストーブをすでに

販売開始しご好評を得ております。また、新型家庭用ペレットストーブは北海道をはじめ、各地の展示会でご好評頂

きました。さらにデザインを改良し、次年度発売に向けての開発に取り組んでおります。岩手県工業技術センターと

共同開発したペレットボイラーは量産化に着手しております。 

また、自然エネルギー活用分野では、地中熱利用ヒートポンプユニットの冷暖房兼用と暖房専用の2タイプを販売

し、冷暖房兼用タイプは高出力化とスリム化により温暖地においてもご好評を得ております。さらに、暖房面積の大

きい住宅用に暖房回路の補助用としてサポートヒーターの開発に取り組み第4四半期より発売を開始します。 

当社の研究開発活動の基本姿勢といたしましては、「環境重視」・「顧客満足（ＣＳ）」を強く意識し、機器及び

システムの省エネルギー化や省資源化を図るとともに、多様化するエネルギー事情への対応としてエネルギーの複合

化に注力した研究開発活動を今後も展開していく方針です。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

   当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について重要な変更はありません。

   また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普  通  株  式 26,400,000 

計 26,400,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
(平成18年９月30日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成18年12月22日) 

上場証券取引所名又は登録
証券業協会名 

内容 

普通株式 8,000,000 8,000,000 東京証券取引所市場第二部 － 

計 8,000,000 8,000,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成18年4月1日～ 

 平成18年9月30日 
－ 8,000,000 － 962,200 － 301,480 

 平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ＮＭＣファンド６㈲ 東京都港区虎ノ門５丁目１３番１号 5,360 67.00 

サンポット取引先持株会 埼玉県新座市東北２丁目２４番３号 513 6.41 

サンポット従業員持株会 埼玉県新座市東北２丁目２４番３号 299 3.73 

北燃商事㈱ 北海道岩見沢市８条東１丁目 110 1.37 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 80 1.00 

米山 鐘秀 東京都港区 78 0.97 

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１丁目１３番２号 50 0.62 

㈱山二 秋田県秋田市中通２丁目５番２０号 40 0.50 

坂内 孝三 東京都豊島区 34 0.42 

河合 修二 兵庫県尼崎市 32 0.40 

計 － 6,596 82.45 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

退任役員 

 平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,999,000 7,999 － 

単元未満株式 普通株式   1,000 － － 

発行済株式総数 8,000,000 － － 

総株主の議決権 － 7,999 － 

 平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成18年４月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月 

最高（円） 460 450 438 426 397 405 

最低（円） 422 408 402 387 380 386 

役名 職名 氏名 退任年月日 

 監査役 ―   坂田 徳雄 平成18年６月30日 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人

による中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程

度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準           0.57％ 

売上高基準          1.01％ 

利益基準          △1.67％ 

利益剰余金基準        0.46％ 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  425,510   1,240,568   1,809,709   

２．受取手形 ＊６ 1,983,122   2,164,776   2,260,903   

３．売掛金  2,812,860   2,712,139   1,590,621   

４．たな卸資産  3,231,716   3,288,518   2,872,024   

５．その他  209,111   195,204   185,819   

貸倒引当金  △5,500   △5,755   △5,387   

流動資産合計   8,656,820 71.7  9,595,452 80.9  8,713,691 79.0 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ＊１          

(1）建物 
＊２ 
＊３ 

1,304,667   1,051,935   1,080,158   

(2）土地 ＊２ 1,247,632   637,777   637,777   

(3）その他  475,244   259,232   229,584   

計   3,027,544   1,948,945   1,947,520  

２．無形固定資産   51,279   103,247   96,804  

３．投資その他の資産   336,649   207,290   266,600  

固定資産合計   3,415,473 28.3  2,259,483 19.1  2,310,925 21.0 

資産合計   12,072,294 100.0  11,854,935 100.0  11,024,616 100.0 

           

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形 ＊６ 2,267,448   2,797,310   1,819,371   

２．買掛金  626,532   585,882   448,160   

３．短期借入金 ＊２ 3,673,040   3,269,040   3,274,240   

４．未払法人税等  16,864   12,703   196,351   

５．賞与引当金  129,220   140,395   131,420   

６．製品保証引当金  56,585   56,784   58,627   

７．その他 
＊４ 
＊６ 

656,420   325,878   307,862   

流動負債合計   7,426,112 61.5  7,187,994 60.7  6,236,033 56.5 

 



  
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ＊２ 297,600   228,560   259,880   

２．退職給付引当金  108,767   86,435   100,300   

３．役員退職慰労引当
金  39,483   42,783   45,283   

４. 繰延税金負債  9,456   －   －   

固定負債合計   455,307 3.8  357,778 3.0  405,463 3.7 

負債合計   7,881,419 65.3  7,545,773 63.7  6,641,496 60.2 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   962,200 8.0  － －  962,200 8.7 

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金  301,480   －   301,480   

資本剰余金合計   301,480 2.5  － －  301,480 2.8 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  106,810   －   106,810   

２．任意積立金  1,916,466   －   1,916,466   

３．中間（当期）未処
分利益  794,107   －   1,082,409   

利益剰余金合計   2,817,384 23.3  － －  3,105,686 28.2 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   109,810 0.9  － －  14,040 0.1 

Ⅴ 自己株式    － －  － －  △287 △0.0 

資本合計   4,190,874 34.7  － －  4,383,119 39.8 

負債資本合計   12,072,294 100.0  － －  11,024,616 100.0 

           

（純資産の部）           
Ⅰ 株主資本           

１ 資本金   － －  962,200 8.1  － － 

２ 資本剰余金           

(1) 資本準備金  －   301,480   －   

資本剰余金合計   － －  301,480 2.5  － － 

３ 利益剰余金           

(1) 利益準備金  －   106,810   －   

(2) その他利益剰余
金           

特別償却準備金  －   12,393   －   

別途積立金  －   1,900,000   －   

繰越利益剰余金  －   1,016,607   －   

利益剰余金合計   － －  3,035,811 25.6  － － 

４ 自己株式   － －  △287 △0.0  － － 

株主資本合計    － －  4,299,204 36.2  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等            

１ その他有価証券評
価差額金    － －  9,958 0.1  － － 

評価・換算差額等合
計    － －  9,958 0.1  － － 

純資産合計    － －  4,309,162 36.3  － － 

負債純資産合計    － －  11,854,935 100.0  － － 



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   5,118,968 100.0  4,868,145 100.0  10,738,017 100.0 

Ⅱ 売上原価   3,643,112 71.2  3,528,765 72.5  7,753,333 72.2 

売上総利益   1,475,856 28.8  1,339,380 27.5  2,984,683 27.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   1,365,863 26.6  1,319,046 27.1  2,724,338 25.4 

営業利益   109,992 2.2  20,333 0.4  260,344 2.4 

Ⅳ 営業外収益 ＊１  17,179 0.3  21,582 0.4  25,027 0.3 

Ⅴ 営業外費用 ＊２  39,594 0.8  40,268 0.8  81,632 0.8 

経常利益   87,578 1.7  1,647 0.0  203,740 1.9 

Ⅵ 特別利益   6,695 0.2  － －  1,278,022 11.9 

Ⅶ 特別損失 ＊３  55,280 1.1  － －  918,542 8.6 

税引前中間(当期)
純利益   38,992 0.8  1,647 0.0  563,219 5.2 

法人税、住民税及
び事業税  10,565   6,589   264,040   

過年度法人税等還
付額  △17,938   －   △17,938   

法人税等調整額  18,400 11,027 0.2 19,835 26,424 0.5 △31,149 214,952 2.0 

中間（当期）純利
益又は中間純損失
(△) 

  27,965 0.6  △24,777 △0.5  348,266 3.2 

前期繰越利益   766,142   －   766,142  

中間配当額   －   －   32,000  

中間（当期）未処
分利益   794,107   －   1,082,409  

               



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）                  

（注）特別償却準備金の取崩のうち 2,691千円、剰余金の配当及び役員賞与は平成18年６月の定時株主総会における

利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 資本 

準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
  利益 

剰余金 
合計  特別償却

準備金 
別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高(千円) 962,200 301,480 301,480 106,810 16,466 1,900,000 1,082,409 3,105,686 △287 4,369,079

中間会計期間中の変動額           

特別償却準備金の取崩(注)         △4,072  4,072 －   － 

剰余金の配当 (注)             △31,997 △31,997   △31,997

役員賞与 (注)             △13,100 △13,100   △13,100

中間純損失             △24,777 △24,777   △24,777

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
                    

中間会計期間中の変動額合計 

(千円) 
－ － － － △4,072 － △65,802 △69,875 － △69,875

平成18年９月30日 残高(千円) 962,200 301,480 301,480 106,810 12,393 1,900,000 1,016,607 3,035,811 △287 4,299,204

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高(千円) 14,040 14,040 4,383,119 

中間会計期間中の変動額    

特別償却準備金の取崩(注)     － 

剰余金の配当 (注)     △31,997 

役員賞与 (注)     △13,100 

中間純損失     △24,777 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
△4,082 △4,082 △4,082 

中間会計期間中の変動額合計 

(千円) 
△4,082 △4,082 △73,957 

平成18年９月30日 残高(千円) 9,958 9,958 4,309,162 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計
算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

税引前中間(当期)純利益  38,992 1,647 563,219 

減価償却費  86,140 60,469 174,784 

引当金の増減額（△減少
額） 

 △41,600 △10,213 △46,394 

受取利息、受取配当金 
及び仕入割引 

 △2,608 △2,082 △4,811 

支払利息及び売上割引  31,368 31,293 72,380 

有形固定資産売却益  △190 － △1,094,307 

有形固定資産除売却損  55,281 － 652,951 

投資有価証券売却益  － － △173,922 

売上債権の増減額（△増
加額） 

 △967,712 △1,025,391 △23,255 

たな卸資産の増減額（△
増加額） 

 △344,556 △416,494 15,136 

仕入債務の増減額（△減
少額） 

 694,749 1,085,064 107,584 

その他の営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 70,729 △17,503 56,621 

小計  △379,406 △293,210 299,986 

利息、配当金及び仕入割
引の受取額 

 2,608 2,082 4,811 

利息及び売上割引の支払
額 

 △29,054 △32,368 △72,558 

法人税等の支払額  △23,013 △187,518 △105,229 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △428,865 △511,014 127,010 

 



  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計
算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

有形固定資産の取得によ
る支出 

 △77,275 △49,588 △528,046 

有形固定資産の売却によ
る収入 

 220,363 344 1,823,720 

無形固定資産の取得によ
る支出 

 △2,425 △9,511 △60,961 

投資有価証券の取得によ
る支出 

 △383 △399 △765 

投資有価証券の売却によ
る収入 

 － － 209,036 

貸付金の回収による収入  760 314 1,233 

保険積立金の解約による
収入 

 － 64,422 － 

その他の投資活動による
キャッシュ・フロー 

 16,709 4,768 10,577 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 157,749 10,350 1,454,794 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

短期借入金の純増減額
（△減少額） 

 300,000 － △100,000 

長期借入金の返済による
支出 

 △36,520 △36,520 △73,040 

配当金の支払額  △32,062 △31,956 △63,977 

自己株式取得による支出   － － △287 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 231,418 △68,476 △237,304 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減
額（△減少額） 

 △39,698 △569,140 1,344,500 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首
残高 

 465,209 1,809,709 465,209 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間
期末(期末)残高 

＊ 425,510 1,240,568 1,809,709 

          



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

 移動平均法による原価法を採

用しております。 

(1）有価証券 

子会社株式 

 同    左 

(1）有価証券 

子会社株式 

 同    左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しておりま

す。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算出）を採用しております。 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法を

採用しております。 

時価のないもの 

 同    左 

時価のないもの 

 同    左 

 (2）たな卸資産 

製品及び商品 

 月次総平均法による原価法を

採用しております。 

(2）たな卸資産 

製品及び商品 

 同    左 

(2）たな卸資産 

製品及び商品 

 同    左 

 原材料及び仕掛品 

 ロット別個別法による原価法

を採用しております。 

 ただし原材料のうちの貯蔵部

品については月次総平均法によ

る原価法を採用しております。 

原材料及び仕掛品 

 同    左 

原材料及び仕掛品 

 同    左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（付属設備を

除く）については、定額法を採

用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

(1）有形固定資産 

 同    左 

(1）有形固定資産 

 同    左 

 建物 4 ～ 47年

機械及び装置 7 ～ 13年

工具、器具及び

備品 
2 ～ 20年

  

 (2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアにつ

いては社内における利用可能期

間（３～５年）に基づく定額法

を採用しております。 

 営業権については５年間毎期

均等償却しております。 

(2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアにつ

いては社内における利用可能期

間（３～５年）に基づく定額法

を採用しております。 

  

(2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアにつ

いては社内における利用可能期

間（３～５年）に基づく定額法

を採用しております。 

 営業権については５年間毎期

均等償却しております。 

 (3）長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

  

  

(3）長期前払費用 

 同    左 

 



 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売掛債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1）貸倒引当金 

 同    左 

(1）貸倒引当金 

 同    左 

 (2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に

備え賞与支給見込額の当中間会

計期間負担額を計上しておりま

す。 

(2）賞与引当金 

 同    左 

(2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に

備え賞与支給見込額の当期負担

額を計上しております。 

 (3）製品保証引当金 

 製品のアフターサービスに対

する費用に備えるため、保証期

間内の製品修理費用見込額を過

去の実績をもとにして計上して

おります。 

(3）製品保証引当金 

 同    左 

(3）製品保証引当金 

 同    左 

 (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 過去勤務債務は、各事業年度

の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按

分した額を発生した事業年度か

ら費用処理することとしており

ます。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（15年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 過去勤務債務は、各事業年度

の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按

分した額を発生した事業年度か

ら費用処理することとしており

ます。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（15年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

 また、執行役員については、

内規に基づく中間期末要支給額

を退職給付引当金に含めて計上

しております。 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、計上しております。 

 過去勤務債務は、各事業年度

の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按

分した額を発生した事業年度か

ら費用処理することとしており

ます。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（15年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

 (5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職慰労金の支

給内規に基づく中間期末要支給

額の100％相当額を計上してお

ります。 

(5）役員退職慰労引当金 

 同    左 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職慰労金の支

給内規に基づく期末要支給額の

100％相当額を計上しておりま

す。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同    左 同    左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ケ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同    左 同    左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 

消費税等の会計処理 

同    左 

消費税等の会計処理 

同    左 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

          ―――――――   （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

       ――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金

額は4,309,162千円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借

対照表の純資産の部については、中間財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の中間財

務諸表等規則により作成しております。 

――――――― 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

     （重要な固定資産の譲渡） 

 当社は、平成17年９月28日付けで次のと

おり固定資産の売買契約を締結し、平成18

年３月末までに引渡しを行う予定でありま

す。 

譲渡資産 土地（本社及び本社工場敷地） 

譲渡理由 本年度中に本社及び本社工場  

      を岩手県花巻市に移転する計画 

      のため。 

帳簿価額 609百万円  

譲渡価額 1,740百万円 

譲渡益が 1,131百万円発生いたしますが、

建物の除却、土壌改良、解体、移転に伴う

費用等も発生する見込みです。 

       ――――――― ――――――― 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

 
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

＊１．有形固定資産の減価償

却累計額          6,328,299千円                 2,766,737千円                2,710,200千円 

＊２．担保資産及び担保付債

務 

 担保に供している資産は次のと

おりであります。 

 担保に供している資産は次のと

おりであります。 

 担保に供している資産は次のと

おりであります。 

 建物   842,705千円

土地   270,000千円

計 1,112,705千円

 担保付債務は次のとおりであ

ります。 

長期借入金   353,840千円

（一年内返済予定長期借入金を

含む） 

建物  820,851千円

土地  270,000千円

計 1,090,851千円

 担保付債務は次のとおりであ

ります。 

長期借入金  291,200千円

（一年内返済予定長期借入金を

含む） 

建物  842,628千円

土地  270,000千円

計 1,112,628千円

 担保付債務は次のとおりであ

ります。 

長期借入金  322,520千円

（一年内返済予定長期借入金を

含む） 

＊３．圧縮記帳 当中間会計期間において、国

庫補助金の受け入れにより、建

物について72,989千円の圧縮記

帳を行いました。 

固定資産の取得価額から控除

した国庫補助金の圧縮記帳累計

額は64,537千円であります。 

当会計期間において、国庫補

助金の受け入れにより、建物に

ついて72,944千円の圧縮記帳を

行いました。 

＊４．消費税等の取扱  仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、金額的重要性が乏

しいため流動負債の「その他」に

含めて表示しております。  

同    左 ───── 

５. コミットメントライン 当社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引銀

行５行とコミットメントライン

契約を締結しております。この

契約に基づく当中間会計期間末

の借入未実行残高は以下のとお

りであります。 

当社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引銀

行５行とコミットメントライン

契約を締結しております。この

契約に基づく当中間会計期間末

の借入未実行残高は以下のとお

りであります。 

当社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引銀

行５行とコミットメントライン

契約を締結しております。この

契約に基づく当事業年度末の借

入未実行残高は以下のとおりで

あります。 

 貸出コミットメ

ントの総額 
2,500,000千円

借入実行残高   400,000千円

差引額 2,100,000千円

貸出コミットメ

ントの総額 
2,500,000千円

借入実行残高      ―    

差引額 2,500,000千円

貸出コミットメ

ントの総額 
2,500,000千円

借入実行残高  ― 

差引額 2,500,000千円

*６．中間期末日満期手形 ───── 中間期末日満期手形の会計処

理は、手形交換日をもって決済

処理しております。なお、当中

間会計期間の末日は金融機関の

休日であったため、次の中間期

末日満期手形が中間期末残高に

含まれております。 

受取手形       371,015千円 

支払手形      645,250千円 

設備関係支払手形   3,547千円 

（流動負債 － その他） 

───── 

 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

＊１．営業外収益のうち主要

なもの 

   

受取利息    130千円       148千円       245千円 

受取配当金    1,448千円         446千円         2,498千円 

＊２．営業外費用のうち主要

なもの 

   

支払利息       23,387千円             23,905千円             48,099千円 

＊３.特別損失のうち主要な

もの 

   

固定資産売却損       41,752千円         ―           42,209千円 

固定資産除却損       13,527千円   ―           610,741千円 

４．減価償却実施額    
有形固定資産       72,496千円             57,401千円               148,130千円 

無形固定資産       13,644千円             3,068千円             26,655千円 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

配当に関する事項 

配当金支払額 

基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 8,000,000 ― ― 8,000,000 

合計 8,000,000 ― ― 8,000,000 

自己株式     

普通株式 700 ― ― 700 

合計 700 ― ― 700 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 31,997 4 平成18年３月31日 平成18年６月26日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月15日 

取締役会 
普通株式 31,997 利益剰余金 4 平成18年９月30日 平成18年12月７日

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

＊現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

＊現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

 ＊現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 425,510千円

現金及び現金同等物 425,510千円

現金及び預金勘定 1,240,568千円

現金及び現金同等物 1,240,568千円

現金及び預金勘定 1,809,709千円

現金及び現金同等物 1,809,709千円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

(有形固
定資産) 
その他 

515,533 191,406 324,126 

合計 515,533 191,406 324,126 

 
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

中間期末
残高相当
額 
（千円）

(有形固
定資産) 
その他 

532,735 206,780 325,955 

合計 532,735 206,780 325,955 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

(有形固
定資産) 
その他 

525,929 153,222 372,707 

合計 525,929 153,222 372,707 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

 （注）取得価額相当額は、従来、重要性の基

準により支払利子込み法により算定し

ておりましたが、重要性が増したた

め、当事業年度より原則的方法により

算定しております。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内       116,373千円

１年超       207,753千円

合計        324,126千円

１年内          114,242千円

１年超          218,268千円

合計           332,511千円

１年内           122,420千円

１年超           263,254千円

計           385,675千円

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高に占める割

合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

 （注）未経過リース料期末残高相当額は、従

来、重要性の基準により支払利子込み

法により算定しておりましたが、重要

性が増したため、当事業年度より原則

的方法により算定しております。   

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 42,380千円

減価償却費相当額 42,380千円

支払リース料 66,551千円

減価償却費相当額 63,274千円

支払利息相当額   3,776千円

支払リース料 92,087千円

減価償却費相当額 88,285千円

支払利息相当額   6,158千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同     左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同     左 

 (5）支払利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。  

(5）支払利息相当額の算定方法 

同     左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内      3,600千円

１年超       8,700千円

合計       12,300千円

１年内           3,600千円

１年超            5,100千円

合計             8,700千円

１年内           3,600千円

１年超             6,900千円

合計             10,500千円



（有価証券関係） 

（前中間会計期間末） 

 １．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額 

（当中間会計期間末） 

 １．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額 

（前事業年度末） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 47,252 230,269 183,016 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）子会社株式 18,433 

(2）その他有価証券  

非上場株式 3,320 

 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 13,141 29,844 16,703 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）子会社株式 18,433 

(2）その他有価証券  

非上場株式 3,320 

 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

株式 12,742 36,143 23,401 

 貸借対照表計上額（千円） 

(1）子会社株式 18,433 

(2）その他有価証券  

非上場株式 3,320 



（ストック・オプション等関係） 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 当社は関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 当社は関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当社は関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

      523.86円             538.69円        546.30円 

１株当たり中間純利益金額 １株当たり中間純損失金額 １株当たり当期純利益金額 

     3.50円      3.10円      41.90円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については中間純損

失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純利益又は中間純損失金

額(△)（千円） 
27,965 △24,777 348,266 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 13,100 

（うち利益処分による役員賞与金） 

（千円） 
(－)  (－)  (13,100) 

普通株式に係る中間（当期）純利益又

は普通株式に係る中間純損失金額（千

円） 

27,965 △24,777 335,166 

期中平均株式数（株） 8,000,000 7,999,300 7,999,985 



(2）【その他】 

 平成18年11月15日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……………………31,997千円 

(ロ）１株当たりの金額………………………………… 4円00 銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成18年12月7日 

(注）平成18年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払を行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第42期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月27日東北財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成１７年１２月２２日

サンポット株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 高橋 英夫   印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 宮入 正幸   印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 柴田 憲一   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているサン

ポット株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第４２期事業年度の中間会計期間（平成１７年４

月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャ

ッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、サンポット株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年

４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成１８年１２月２２日

サンポット株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 高橋 英夫   印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 柴田 憲一   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているサン

ポット株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第４３期事業年度の中間会計期間（平成１８年４

月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資

本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、サンポット株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年

４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 
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